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三次元 VOF 法による津波シミュレーション

長谷部　雅　伸・ファム　フック

陸上での津波遡上流の複雑な挙動を精度良く再現し，かつ津波荷重が直接的に評価可能な三次元津波シ
ミュレーション手法を開発した。本手法では VOF 法を採用することで地形や街区の詳細形状を考慮でき
るという利点がある反面，従来の津波解析技術と比較して計算コストが増大するため，スーパーコンピュー
タ等の並列計算機を活用する。本報では開口を有する建物での内部空間における津波荷重の発生や，6 km
四方の広大な街区での津波遡上の状況を再現した解析例を紹介する。
キーワード：三次元津波シミュレーション，VOF 法，大規模並列計算，津波荷重算定，巨大津波対策

1．はじめに

2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震に伴い発
生した津波は，岩手県宮古市において最大遡上高
40.5 m を記録し 1），宮城県仙台平野では内陸 6 km ま
での範囲が浸水する 2）など，観測史上類を見ない規
模であった。この巨大津波によって，沿岸に位置する
多くの市街地，あるいは発電所等の重要施設が壊滅的
な被害を受け，建築物等の陸上施設についても津波に
対する構造安全性の確保が重要な課題の一つとして認
識されるようになった。

今回の津波による建築物被害の特徴的な事例とし
て，これまで津波に強いと考えられていた鉄筋コンク
リート造ビルの転倒が挙げられるが（写真─ 1），他
にも，従来の知見には無かった被災パターンがいくつ
か見られた。例えば写真─ 2 に示す体育館は筆者ら
が調査した被災建物の一つであるが，鉄筋コンクリー
ト壁が大規模に崩壊している。これは建物内部に流れ
込んだ大量の海水によって，内側から過大な面外荷重
が作用したためであると推測される。

建築物を対象とした津波荷重の評価法としては「津
波避難ビル等に係るガイドライン」において簡易的な
算定式が示されており 3），さらに今回の震災での津波
被害の調査結果を受けて，海岸からの距離に応じた減
衰効果や周囲の構造物による遮蔽効果を考慮した追加
知見が国交省の通知として示されている 4）。しかし実
際には，谷状の地形となっている個所や市街地の路地
などにおいては，流れが集中することで津波荷重が大
きくなるようなケースも可能性として考えられる。

また，従来の津波シミュレーションでは，平面二次
元場を対象とした非線形長波モデル 5）が広く用いら
れている。非線形長波モデルは一般的な数値流体解析
モデルと比べて計算量が少ないため，震源域での津波
の発生から陸域への遡上に至る広域・長時間の現象を

特集＞＞＞　海洋と海岸施設

写真─ 2　鉄筋コンクリート壁の内部からの大規模崩壊

写真─ 1　建物の転倒被害例
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再現するのに適しており，津波の高さや浸水範囲など
津波に対する避難・防災計画の基本となる解析結果に
関しては既往の多くの研究により予測精度の確認がな
されている。ただし，非線形長波モデルでは，静水圧
近似（流体圧力が水位のみで規定されるという近似）
が適用されているため，流れの影響を考慮した圧力（こ
こでは動的圧力と呼ぶ）を直接算定することは基本的
にできない。また，今回の震災のように津波が陸域に
激しく打ち寄せるようなケースでは，流体運動に対す
る動的圧力の影響が大きくなるため，遡上流の挙動自
体の再現性にも疑問が残る。

そこで筆者らは，陸上での津波遡上流の複雑な変化
を精度よく再現し，かつ津波荷重が直接的に評価可能
な三次元津波シミュレーションを開発した。本手法で
は，対象建物の内部空間など詳細な形状や，周囲の地
形，構造物配置などを三次元的に表現できるというメ
リットがある。反面，三次元的な取り扱いをすること
で，従来の非線形長波モデルによる津波シミュレー
ションと比較すると計算量が格段に増加するという問
題点があるため，開発にあたってはスーパーコン
ピュータなどの並列計算機の活用を念頭に置いた。

2．解析手法の概要と検証

筆者らが開発した三次元津波シミュレーションで
は，遡上津波の再現にあたり VOF 法 6）を採用してい
る。VOF 法とは，例えば水と空気など互いに混じり
あわない複数の流体が混在している現象の解析手法の
一つである。津波解析に適用する場合には，水と空気
の二相流体を想定する。支配方程式は以下の連続式（質
量保存則）と運動量保存の式によって構成される。こ
れらの方程式により空気と水の流速と，流速変動を考
慮した圧力を直接求めることができる。

∂ρ ＋∇（ρu）＝ 0∂t  （1）

∂（ρu）＋∇（ρuu）＝－∇（p）＋μ∇（∇u）＋ρg∂t （2）

ρ＝αρ1＋（1－α）ρ2  （3）
ここで，u：流速ベクトル，p：圧力，μ：流体の

分子粘性係数，g：重力加速度ベクトルである。なお，
式（3）中のρ1，ρ2 はそれぞれ水と空気の密度であり，
αは水の体積分率（0 ≦α≦ 1），ρは両者の混在を考
慮した見かけの流体密度である。

基礎方程式（1），（2）の空間的離散化には有限体積
法を用い，流速と圧力の連成解法には PISO 法を採用
した。また，移流項の空間的離散化には 1 次精度中心

差分を，時間発展には 1 次精度陰解法を用いた。
本解析手法の検証のため，シマモラら 7）の水理実験

を模擬した解析を実施した。実験装置全体および建物
模型周辺のモデリングと計算格子分割の状況を図─ 1

に示す。ここではシマモラらの実験と同様，実スケール
に対する縮尺比1/200の解析を行った。境界条件として，
建物と水槽の壁面は no-slip の不透過境界とし，水槽の
上端は空気が自由に出入りする開境界とした。さらに
水槽に設置された可動式の造波板については移動境界
とした。このため，造波板に隣接する部分の計算格子
は時間発展とともに自動的に再構築を行っている。
図─ 2 は遡上した津波が建物に衝突する瞬間（時

刻 127s）の解析結果である。この図から，建物前面
では衝突した津波が打ち上げられることで，周囲の遡
上水深よりも上の位置でも高い圧力が発生しうること
がわかる。図─ 3 には実験及び本解析から得られた
海域上の点での水位変動量，および陸域での浸水深の
比較を示す。両図とも縦軸，横軸ともに実スケールに
換算した値を用いている。いずれの場所においても解
析結果は実験結果とほぼ一致している。図─ 4 は建
物全体に作用する津波荷重の時間変化について比較し

（a）計算領域全体

（b）建物模型周辺

図─ 1　実験装置 7）のモデリングと格子分割状況

図─ 2　模型実験の再現計算の例
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たものであるが，解析結果は実験結果に比べ，荷重が
立ち上がるタイミングがやや速いものの，ピークの値
とその後の現象傾向に関しては良好に一致しているこ
とが確認できる。なお，図─ 4 の縦軸はガイドライ
ン算定式 3）で浸水深を 10 m として求められる津波荷
重に対する比を示している。

3．建物内部で発生する津波荷重の再現

建物の内部空間における津波荷重の影響を調べるた
め，図─ 5 に示す建物を対象とした津波荷重の算定
シミュレーションを行った。なお，計算条件として建
物が無い状態での浸水深を 10 m と設定した。図─ 6

は解析結果をスナップショットとして示したものであ
り，左側は建物の外観，右側は中央断面における内部
の状況である。図─ 6（a）は遡上津波が建物前面に衝
突した瞬間であり，建物前面に圧力の高い部分が生じ
ている（図右側の丸で示す部分）。図─ 6（b）では前面
から流れ込んだ津波が内部で背後の壁に衝突し，前面
の外壁だけではなく背面の内側でも高い圧力が生じて
いる。このような現象は写真─ 2 で示した被災事例
のように壁面が内側から損傷する原因となる可能性が

ある。図─ 7 には解析で得られた建物全体に作用す
る水平・上下荷重の時間変化を示す。縦軸はガイドラ
イン算定式において浸水深 10 m とし，開口を考慮し
なかった場合の水平荷重に対する比とした。水平荷重
については開口のために最大値がガイドライン算定式
よりも低くなっている。一方，鉛直方向については，
従来のガイドライン算定式で考慮できない上方向の力
が発生している。これは，図─ 6（b）のように開口か
ら流入した津波が天井に衝突することで発生する動的
な荷重である。この上方向の荷重は，建物に作用する
転倒モーメントを増加させるため，今回の震災で見ら
れた転倒被害（例えば写真─ 1）についても建物内部
での荷重が影響している可能性を示すものである。

（a）汀線から 50 m 沖合（模型スケールで 0.25 m）での水位変動

（b）汀線から 40 m 内陸（模型スケールで 0.2 m）での浸水深の変動

図─ 3　実験結果との比較

図─ 4　水平方向の津波荷重の比較

図─ 5　解析対象とした建物モデル

(a)

(b)

前面外側に大きな圧力が発生

背面内側にも大きな
圧力が発生

図─ 6　解析結果（それぞれの時刻を図─ 7 に示す）

図─ 7　荷重の時間変化
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街区全体を対象とした大規模シミュレーション
沿岸の街区全体を対象とした 6 km×6 km の大規模

3 次元津波解析を行った。図─ 8 に解析領域の格子分
割状況を示すが，建物への遡上流の衝突を詳細に再現
するため，建物周辺ほど計算格子が小さくなるよう細
分化した（最小で 0.5 m の計算格子間隔）。全体の計
算格子数は約 5 千万である。本計算には東京工業大学
のスーパーコンピュータ TSUBAME2.0 を用いた。実
現象で 7 分間に相当する解析に対し，本検討では
198CPU を用いて約 8 日間の計算時間を要した。
図─ 9 に解析領域全体での津波遡上の様子を示す。
図─ 9（a）は津波が図中左側の平野部汀線付近に到達
した時点での状況だが，海岸線が複雑で地形が急峻と

なっている図中右側の個所では既に津波は遡上してお
り，津波の反射波が見られる。図─ 10 には，その急
峻な地形に位置する小街区での津波の遡上の様子を拡
大して示すが，大きな建物のある部分では津波遡上が
阻止され，遡上流がせり上がる様子が確認できる。図
─ 9（b）は平野部の大きな街区にも津波が進行した時
点での状況を示すが，このような平野部では浸水範囲
が内陸に大きく広がり，特に空地や大きな路地に沿っ
た部分では，遡上流の進行が速くなることがわかる。

4．おわりに

三次元 VOF 法により，街区の状況や周辺地形の影
響を考慮しつつ津波荷重の直接算定が可能な津波シ
ミュレーション手法を開発し，個別建物および街区レ
ベルでの解析を実施した。開口を有する単体建物のシ
ミュレーションでは，内部空間でも大きな津波荷重が
発生することが確認された。これは実際の被災事例に
おいても，建物の内側からの面外荷重による損傷が見
られたことと整合する。また，開口部から流入した津
波が天井に衝突することにより，上向きの荷重が発生
しうることもわかった。このような上向きの力は建物
全体に対する転倒モーメントを増幅させることになる
ため，今後詳細を検討する予定である。街区レベルを
対象とした解析例では，TSUBAME2.0 を活用するこ
とにより 6 km 四方の広大な領域での詳細な津波遡上
の状況を，実用的な計算時間で再現できることを示す
ことができた。

なお，本報では紹介しなかったが，入力条件となる
津波はサイトの地形特性に合わせ任意に設定すること
が可能である。想定地震シナリオや津波伝播は地域特
性が強く反映されるが，例えば震源域を含む外洋など
より広域な現象を従来の平面二次元解析で再現し，得
られた結果をもとに三次元解析での入射波条件を設定
することもできる。これにより，震源付近での津波の

（a）汀線到達時

（b）陸域での浸水時

図─ 9　解析領域全体での津波遡上の状況

図─ 8　解析領域の格子分割状況

図─ 10　街区での津波遡上の状況
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発生から沖合での津波の伝播，さらには陸域付近での
遡上状況の詳細や津波荷重の発生に至る異なるスケー
ルの現象を首尾一貫して再現することができるため，
広域街区や沿岸重要施設などで要求される総合的な津
波対策への貢献が期待できる。
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